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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間における我が国経済は、政治主導による経済政策を背景に、企業業績は堅調に推移してお

りますが、多くの企業は設備投資に対しては慎重な姿勢を崩しておらず、また生産活動が海外中心となっており、

構造的な問題が懸念材料として残っております。

海外においては、米国経済は順調な景気回復が継続しておりますが、欧州の動向及び中国や東南アジアをはじめ

とした新興国での景気減速の警戒感等から先行は不透明な状況となっております。

このようななか、当社の第１四半期累計期間の成約高は、前年同四半期に比べ71億40百万円増加の199億35百万円

（前年同四半期比55.8％増）となりました。

当第１四半期累計期間の売上高につきましては、前年同四半期に比べ360億14百万円減少の141億54百万円（前年

同四半期比71.8％減）となりました。

売上総利益は11億35百万円（前年同四半期比４億80百万円減、29.7%減）、営業利益１億４百万円（前年同四半期

比４億89百万円減、82.4%減）、経常利益２億21百万円（前年同四半期比５億14百万円減、69.9%減）、四半期純利益

94百万円（前年同四半期比３億70百万円減、79.6%減）となりました。

　なお、「２．サマリー情報(注記事項)に関する事項」に記載の通り、前事業年度第４四半期会計期間において、当

社が売買契約の当事者とならず代理人として行う取引について、売買契約当事者間の取扱高を売上高に含めず、当

社が受領する口銭相当額のみを損益計算書の売上高として表示する方法に変更しております。そのため、前年同四

半期比の数値については遡及適用後の数値を記載しております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

当事業年度より、従来「環境・船舶関連部門」セグメントにて取り扱っていた船舶部品及び国内造船向け各種機

器の販売部門を「化学機械関連部門」セグメントに組み替えております。これは、関係部門の取扱商品が船舶部品

等から工場向設備等に取扱比重が変わってきたため、関係部門の再編を反映し「化学機械関連部門」セグメントに

組み入れを行ったものです。これにより、セグメントの名称も「環境・船舶関連部門」から「環境関連部門」に変

更しております。合わせて、「化学機械関連部門」セグメントにて取り扱っていた包装機械、食品機械等の環境系装

置を取り扱っていた部門につき、管理効率化を意図とした組織再編に基づき「環境関連部門」セグメントへ組み替

えております。

また、従来「その他」に含めていた新事業推進関連部門のうち、発電設備補機関係を「電力関連部門」セグメン

トへ、また節水関連商品や各種包装資材商品を「環境関連部門」セグメントへそれぞれ組み入れております。これ

は、当社が新事業として取り組んできた、電力関連部門所掌の主要発電設備以外である発電設備補機関係の拡販、

及び環境関連商品である節水関連商品や各種包装資材商品が軌道に乗り始めたため、それぞれマネジメント的に近

しい事業部門と合わせ一体で把握することにより、より効率的な管理を行うことを意図したものです。

なお、当第１四半期累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

受注及び販売の状況
第１四半期累計期間

(単位:百万円)

セグメント別

成 約 高 売 上 高 成 約 残 高

上段当期 構成比
増減額

上段当期 構成比
増減額

上段当期 構成比
増減額

下段前期 (%) 下段前期 (%) 下段前期 (%)

電 力
関連部門

8,328 41.8
2,269

6,467 45.7
△37,139

32,157 56.8
18,530

(6,058) (47.3) (43,607) (86.9) (13,627) (55.4)

化学機械
関連部門

6,055 30.4
2,397

3,715 26.3
667

15,303 27.0
9,538

(3,658) (28.6) (3,048) (6.1) (5,764) (23.4)

電子精機
関連部門

4,182 21.0
2,056

2,583 18.2
279

4,668 8.3
1,079

(2,125) (16.6) (2,304) (4.6) (3,589) (14.6)

環 境
関連部門

1,336 6.7
419

1,353 9.6
180

4,462 7.9
2,832

(917) (7.2) (1,173) (2.3) (1,629) (6.6)

その他
33 0.1

△2
33 0.2

△2
― ―

―
(35) (0.3) (35) (0.1) (―) (―)

合計
19,935 100

7,140
14,154 100

△36,014
56,592 100

31,981
(12,795) (100) (50,169) (100) (24,611) (100)
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(電力関連部門)

売上高は64億67百万円と前年同四半期に比べ371億39百万円の減少となっております。また、成約高は83億28百万円

(前年同四半期比22億69百万円増)、成約残高は321億57百万円(前年同四半期比185億30百万円増)となりました。

(化学機械関連部門)

売上高は37億15百万円と前年同四半期に比べ６億67百万円の増加となっております。また、成約高は60億55百万円

(前年同四半期比23億97百万円増)、成約残高は153億３百万円(前年同四半期比95億38百万円増)となりました。

(電子精機関連部門)

売上高は25億83百万円と前年同四半期に比べ２億79百万円の増加となっております。また、成約高は41億82百万円

円(前年同四半期比20億56百万円増)、成約残高は46億68百万円(前年同四半期比10億79百万円増)となりました。

(環境関連部門)

売上高は13億53百万円と前年同四半期に比べ１億80百万円の増加となっております。また、成約高は13億36百万円

(前年同四半期比４億19百万円増)、成約残高は44億62百万円(前年同四半期比28億32百万円増)となりました。

(その他)

売上高は33百万円と前年同四半期に比べ２百万円の減少となっております。また、成約高は33百万円(前年同四半期

比２百万円減)となりました。

（２）財政状態に関する説明

　（イ）資産の部

当第１四半期会計期間末における総資産は、360億34百万円となり、前事業年度末と比較して15億77百万円の減少

となりました。主な要因として、現預金及び売上債権の減少等により流動資産が29億37百万円減少し、投資有価証

券の増加等により固定資産が13億60百万円増加したことによるものであります。

　（ロ）負債の部

当第１四半期会計期間末における負債合計は175億94百万円となり、前事業年度末と比較して17億85百万円の減少

となりました。この主な要因は、仕入債務の減少等により流動負債が19億65百万円減少したことによるものであり

ます。

（ハ）純資産の部

当第１四半期会計期間末における純資産合計は184億39百万円となり、前事業年度末と比較して２億８百万円の増

加となりました。この結果自己資本比率は51.2%となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第１四半期累計期間の業績結果は、平成26年５月12日に開示いたしました当期業績予想に対し概ね計画通り推

移しており、平成27年３月期の第２四半期累計期間及び通期業績予想に変更はございません。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　 （会計方針の変更）

　 （退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を、期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎となる債券の期間につい

て従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金

額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更致しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第１四半期会計期間の期首の前払年金費用が1億92百万円増加し、利益剰余金が1億24百万円増加し

ております。また、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ１百万円増加

しております。

　 （売上高の会計処理の変更）

前事業年度第４四半期会計期間において、当社が売買契約の当事者とならず代理人として行う取引について、売

買契約当事者間の取扱高を売上高に含めず、当社が受領する口銭相当額のみを損益計算書の売上高として表示する

方法に変更しております。

　そのため、当事業年度に属する四半期累計期間に係る四半期財務諸表に含まれる比較情報に適用した会計方針と、

前事業年度の対応する四半期累計期間に係る四半期財務諸表に適用した会計方針との間に相違がみられます。
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３．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,301 7,335

受取手形及び売掛金 16,941 13,251

有価証券 2,099 2,599

商品 572 652

前渡金 1,001 1,995

その他 401 485

貸倒引当金 △90 △29

流動資産合計 29,228 26,290

固定資産

有形固定資産 2,332 2,301

無形固定資産 274 259

投資その他の資産

投資有価証券 4,722 5,858

その他 1,094 1,365

貸倒引当金 △41 △41

投資その他の資産合計 5,776 7,182

固定資産合計 8,383 9,743

資産合計 37,611 36,034

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,014 5,192

受託販売未払金 8,625 6,004

短期借入金 1,570 1,260

未払法人税等 278 -

前受金 1,227 3,444

引当金 322 145

その他 492 517

流動負債合計 18,530 16,564

固定負債

長期借入金 20 17

引当金 90 75

その他 739 937

固定負債合計 850 1,030

負債合計 19,380 17,594
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,443 3,443

資本剰余金 2,655 2,655

利益剰余金 11,810 11,894

自己株式 △537 △538

株主資本合計 17,370 17,455

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 825 951

繰延ヘッジ損益 0 △1

土地再評価差額金 33 33

評価・換算差額等合計 860 984

純資産合計 18,230 18,439

負債純資産合計 37,611 36,034
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 50,169 14,154

売上原価 48,553 13,019

売上総利益 1,615 1,134

割賦販売未実現利益戻入額 0 0

差引売上総利益 1,615 1,135

販売費及び一般管理費 1,022 1,030

営業利益 593 104

営業外収益

受取利息 9 4

受取配当金 120 119

その他 18 17

営業外収益合計 147 141

営業外費用

支払利息 4 5

為替差損 0 17

その他 0 0

営業外費用合計 4 23

経常利益 736 221

特別利益

投資有価証券売却益 24 8

特別利益合計 24 8

特別損失

投資有価証券売却損 2 -

その他 0 -

特別損失合計 2 -

税引前四半期純利益 758 230

法人税、住民税及び事業税 194 3

法人税等調整額 99 132

法人税等合計 293 135

四半期純利益 465 94
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
電 力
関連部門

化学機械
関連部門

電子精機
関連部門

環 境
関連部門

計

売上高

外部顧客への売上高 43,607 3,048 2,304 1,173 50,133 35 50,169

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - - - - - -

計 43,607 3,048 2,304 1,173 50,133 35 50,169

セグメント利益又は損失(△) 502 54 26 △3 580 12 593

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸部門であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 580

「その他」の区分の利益 12

四半期損益計算書の営業利益 593
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
電 力
関連部門

化学機械
関連部門

電子精機
関連部門

環 境
関連部門

計

売上高

外部顧客への売上高 6,467 3,715 2,583 1,353 14,120 33 14,154

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - - - - - -

計 6,467 3,715 2,583 1,353 14,120 33 14,154

セグメント利益又は損失(△) 21 31 90 △50 92 11 104

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸部門であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 92

「その他」の区分の利益 11

四半期損益計算書の営業利益 104

３．報告セグメントの変更等に関する事項

「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項」に記載の通り、前事業年度第４四半期会計期間において、当社

が売買契約の当事者とならず代理人として行う取引について、売買契約当事者間の取扱高を売上高に含めず、当社

が受領する口銭相当額のみを売上高として表示する方法に変更しております。

なお、当第１四半期累計期間の比較情報として開示した前第１四半期累計期間のセグメント情報については、変

更後の売上高の算定方法により作成しており、前事業年度の第１四半期累計期間に開示した報告セグメントとの間

に相違が見られます。

当事業年度より、従来「環境・船舶関連部門」セグメントにて取り扱っていた船舶部品及び国内造船向け各種機

器の販売部門を「化学機械関連部門」セグメントに組み替えております。これは、関係部門の取扱商品が船舶部品

等から工場向設備等に取扱比重が変わってきたため、関係部門の再編を反映し「化学機械関連部門」セグメントに

組み入れを行ったものです。これにより、セグメントの名称も「環境・船舶関連部門」から「環境関連部門」に変

更しております。合わせて、「化学機械関連部門」セグメントにて取り扱っていた包装機械、食品機械等の環境系装

置を取り扱っていた部門につき、管理効率化を意図とした組織再編に基づき「環境関連部門」セグメントへ組み替

えております。

また、従来「その他」に含めていた新事業推進関連部門のうち、発電設備補機関係を「電力関連部門」セグメン

トへ、また節水関連商品や各種包装資材商品を「環境関連部門」セグメントへそれぞれ組み入れております。これ

は、当社が新事業として取り組んできた、電力関連部門所掌の主要発電設備以外である発電設備補機関係の拡販、

及び環境関連商品である節水関連商品や各種包装資材商品が軌道に乗り始めたため、それぞれマネジメント的に近

しい事業部門と合わせ一体で把握することにより、より効率的な管理を行うことを意図したものです。

なお、前第１四半期累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載してお

り、前第１四半期累計期間の「１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報」に記載し

ております。
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